
 

議案第１８号 

 

   向日市介護保険条例の一部改正について 

 

 向日市介護保険条例の一部を改正する条例を制定する。 

 よって、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定によ

り、議会の議決を求める。 

 

  令和６年２月２２日提出 

 

                  向日市長 安 田  守 

 
 
 

  



 

条例第  号 

   向日市介護保険条例の一部を改正する条例 

向日市介護保険条例（平成１２年条例第３号）の一部を次のように改正する。 

（下線部分は改正部分） 

改   正 現   行 

（保険料率） （保険料率） 

第２条 令和６年度から令和８年度までの各年

度における保険料率は、当該年度分の保険料

の賦課期日（介護保険法（平成９年法律第１

２３号。以下「法」という。）第１３０条に

規定する賦課期日をいう。以下同じ。）にお

ける次の各号に掲げる第１号被保険者（法第

９条第１号に規定する第１号被保険者をい

う。以下同じ。）の区分に応じそれぞれ当該

各号に定める額とする。 

第２条 令和３年度から令和５年度までの各年

度における保険料率は、当該年度分の保険料

の賦課期日（介護保険法（平成９年法律第１

２３号。以下「法」という。）第１３０条に

規定する賦課期日をいう。以下同じ。）にお

ける次の各号に掲げる第１号被保険者（法第

９条第１号に規定する第１号被保険者をい

う。以下同じ。）の区分に応じそれぞれ当該

各号に定める額とする。 

(1) 介護保険法施行令（平成１０年政令第４

１２号。以下「令」という。）第３９条第

１項第１号に掲げる者 ３３，４４３円 

(1) 介護保険法施行令（平成１０年政令第４

１２号。以下「令」という。）第３９条第

１項第１号に掲げる者 ３４，９２６円 

(2) 令第３９条第１項第２号に掲げる者 ５

０，３４８円 

(2) 令第３９条第１項第２号に掲げる者 ４

５，４０４円 

(3) 令第３９条第１項第３号に掲げる者 ５

０，７１５円 

(3) 令第３９条第１項第３号に掲げる者 ４

８，８９７円 

(4) 令第３９条第１項第４号に掲げる者 ６

６，１５０円 

(4) 令第３９条第１項第４号に掲げる者 ６

２，８６７円 

(5) 令第３９条第１項第５号に掲げる者 ７

３，５００円 

(5) 令第３９条第１項第５号に掲げる者 ６

９，８５２円 

(6) 次のいずれかに該当する者 ８８，２０

０円 

(6) 次のいずれかに該当する者 ８０，３３

０円 

ア 地方税法（昭和２５年法律第２２６

号）第２９２条第１項第１３号に規定す

る合計所得金額（以下「合計所得金額」

という。）（租税特別措置法（昭和３２

年法律第２６号）第３３条の４第１項若

しくは第２項、第３４条第１項、第３４

条の２第１項、第３４条の３第１項、第

３５条第１項、第３５条の２第１項、第

３５条の３第１項又は第３６条の規定の

ア 地方税法（昭和２５年法律第２２６

号）第２９２条第１項第１３号に規定す

る合計所得金額（以下「合計所得金額」

という。）（租税特別措置法（昭和３２

年法律第２６号）第３３条の４第１項若

しくは第２項、第３４条第１項、第３４

条の２第１項、第３４条の３第１項、第

３５条第１項、第３５条の２第１項、第

３５条の３第１項又は第３６条の規定の
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適用がある場合には、当該合計所得金額

から令第２２条の２第２項に規定する特

別控除額を控除して得た額とし、当該合

計所得金額が０を下回る場合には、０と

する。以下同じ。）が１，２００，００

１円未満であり、かつ、前各号のいずれ

にも該当しないもの 

適用がある場合には、当該合計所得金額

から令第２２条の２第２項に規定する特

別控除額を控除して得た額とし、当該合

計所得金額が０を下回る場合には、０と

する。以下同じ。）が１，２５０，００

１円未満であり、かつ、前各号のいずれ

にも該当しないもの 

イ 要保護者であつて、その者が課される

保険料率についてこの号の区分による額

を適用されたならば保護を必要としない

状態となるもの（令第３９条第１項第１

号イ（（１）に係る部分を除く。）、次

号イ、第８号イ、第９号イ、第１０号

イ、  第１１号イ、第１２号イ、第１３

号イ、第１４号イ、第１５号イ又は第１

６号イに該当する者を除く。） 

イ 要保護者であつて、その者が課される

保険料率についてこの号の区分による額

を適用されたならば保護を必要としない

状態となるもの（令第３９条第１項第１

号イ（（１）に係る部分を除く。）、次

号イ、第８号イ、第９号イ、第１０号 

イ又は第１１号イ                     

                                     

      に該当する者を除く。） 

(7) 次のいずれかに該当する者 ９５，５５

０円 

(7) 次のいずれかに該当する者 ８７，３１

５円 

ア 合計所得金額が２，１００，０００円

未満であり、かつ、前各号のいずれにも

該当しないもの 

ア 合計所得金額が２，０００，０００円

未満であり、かつ、前各号のいずれにも

該当しないもの 

イ 要保護者であつて、その者が課される

保険料率についてこの号の区分による額

を適用されたならば保護を必要としない

状態となるもの（令第３９条第１項第１

号イ（（１）に係る部分を除く。）、次

号イ、第９号イ、第１０号イ、  第１１

号イ、第１２号イ、第１３号イ、第１４

号イ、第１５号イ又は第１６号イに該当

する者を除く。） 

イ 要保護者であつて、その者が課される

保険料率についてこの号の区分による額

を適用されたならば保護を必要としない

状態となるもの（令第３９条第１項第１

号イ（（１）に係る部分を除く。）、次

号イ、第９号イ、第１０号イ又は第１１

号イ                                 

                               に該当

する者を除く。） 

(8) 次のいずれかに該当する者 １１０，２

５０円 

(8) 次のいずれかに該当する者 １０８，２

７１円 

ア 合計所得金額が３，２００，０００円

未満であり、かつ、前各号のいずれにも

該当しないもの 

ア 合計所得金額が４，０００，０００円

未満であり、かつ、前各号のいずれにも

該当しないもの 

イ 要保護者であつて、その者が課される

保険料率についてこの号の区分による額

を適用されたならば保護を必要としない

状態となるもの（令第３９条第１項第１

イ 要保護者であつて、その者が課される

保険料率についてこの号の区分による額

を適用されたならば保護を必要としない

状態となるもの（令第３９条第１項第１
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号イ（（１）に係る部分を除く。）、次

号イ、第１０号イ、  第１１号イ、第１

２号イ、第１３号イ、第１４号イ、第１

５号イ又は第１６号イに該当する者を除

く。） 

号イ（（１）に係る部分を除く。）、次

号イ、第１０号イ又は第１１号イ       

                                     

                     に該当する者を除

く。） 

(9) 次のいずれかに該当する者 １２４，９

５０円 

(9) 次のいずれかに該当する者 １２５，７

３４円 

ア 合計所得金額が４，２００，０００円

未満であり、かつ、前各号のいずれにも

該当しないもの 

ア 合計所得金額が６，０００，０００円

未満であり、かつ、前各号のいずれにも

該当しないもの 

イ 要保護者であつて、その者が課される

保険料率についてこの号の区分による額

を適用されたならば保護を必要としない

状態となるもの（令第３９条第１項第１

号イ（（１）に係る部分を除く。）、次

号イ、  第１１号イ、第１２号イ、第１

３号イ、第１４号イ、第１５号イ又は第

１６号イに該当する者を除く。） 

イ 要保護者であつて、その者が課される

保険料率についてこの号の区分による額

を適用されたならば保護を必要としない

状態となるもの（令第３９条第１項第１

号イ（（１）に係る部分を除く。）、次

号イ又は第１１号イ                   

                                     

        に該当する者を除く。） 

(10) 次のいずれかに該当する者 １３９，

６５０円 

(10) 次のいずれかに該当する者 １５０，

１８２円 

ア 合計所得金額が５，２００，０００円

未満であり、かつ、前各号のいずれにも

該当しないもの 

ア 合計所得金額が８，０００，０００円

未満であり、かつ、前各号のいずれにも

該当しないもの 

イ 要保護者であつて、その者が課される

保険料率についてこの号の区分による額

を適用されたならば保護を必要としない

状態となるもの（令第３９条第１項第１

号イ（（１）に係る部分を除く。）、  

次号イ、第１２号イ、第１３号イ、第１

４号イ、第１５号イ又は第１６号イに該

当する者を除く。） 

イ 要保護者であつて、その者が課される

保険料率についてこの号の区分による額

を適用されたならば保護を必要としない

状態となるもの（令第３９条第１項第１

号イ（（１）に係る部分を除く。）又は

次号イ                               

                                 に該

当する者を除く。） 

(11) 次のいずれかに該当する者 １５４，

３５０円 

(11) 次のいずれかに該当する者 １７４，

６３０円 

ア 合計所得金額が６，２００，０００円 

  未満であり、かつ、前各号のいずれに

も該当しないもの 

ア 合計所得金額が１０，０００，０００

円未満であり、かつ、前各号のいずれに

も該当しないもの 

イ 要保護者であつて、その者が課される

保険料率についてこの号の区分による額

イ 要保護者であつて、その者が課される

保険料率についてこの号の区分による額

- 3 -



 

を適用されたならば保護を必要としない

状態となるもの（令第３９条第１項第１

号イ（（１）に係る部分を除く。）、次

号イ、第１３号イ、第１４号イ、第１５

号イ又は第１６号イに該当する者を除

く。） 

を適用されたならば保護を必要としない

状態となるもの（令第３９条第１項第１

号イ（（１）に係る部分を除く。）     

                                     

                   に該当する者を除

く。） 

(12) 次のいずれかに該当する者 １６９，

０５０円 

ア 合計所得金額が７，２００，０００円

未満であり、かつ、前各号のいずれにも

該当しないもの 

イ 要保護者であつて、その者が課される

保険料率についてこの号の区分による額

を適用されたならば保護を必要としない

状態となるもの（令第３９条第１項第１

号イ（（１）に係る部分を除く。）、次

号イ、第１４号イ、第１５号イ又は第１

６号イに該当する者を除く。） 

 

(13) 次のいずれかに該当する者 １７６，

４００円 

ア 合計所得金額が８，０００，０００円

未満であり、かつ、前各号のいずれにも

該当しないもの 

イ 要保護者であつて、その者が課される

保険料率についてこの号の区分による額

を適用されたならば保護を必要としない

状態となるもの（令第３９条第１項第１

号イ（（１）に係る部分を除く。）、次

号イ、第１５号イ又は第１６号イに該当

する者を除く。） 

 

(14) 次のいずれかに該当する者 １８３，

７５０円 

ア 合計所得金額が１０，０００，０００

円未満であり、かつ、前各号のいずれに

も該当しないもの 

イ 要保護者であつて、その者が課される

保険料率についてこの号の区分による額

を適用されたならば保護を必要としない

状態となるもの（令第３９条第１項第１
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号イ（（１）に係る部分を除く。）、次

号イ又は第１６号イに該当する者を除

く。） 

(15) 次のいずれかに該当する者 ２０５，

８００円 

ア 合計所得金額が２０，０００，０００

円未満であり、かつ、前各号のいずれに

も該当しないもの 

イ 要保護者であつて、その者が課される

保険料率についてこの号の区分による額

を適用されたならば保護を必要としない

状態となるもの（令第３９条第１項第１

号イ（（１）に係る部分を除く。）又は

次号イに該当する者を除く。） 

 

(16) 次のいずれかに該当する者 ２４２，

５５０円 

ア 合計所得金額が３０，０００，０００

円未満であり、かつ、前各号のいずれに

も該当しないもの 

イ 要保護者であつて、その者が課される

保険料率についてこの号の区分による額

を適用されたならば保護を必要としない

状態となるもの（令第３９条第１項第１

号イ（（１）に係る部分を除く。）に該

当する者を除く。） 

 

(17) 前各号のいずれにも該当しない者 ２

６４，６００円 

(12) 前各号のいずれにも該当しない者 １

９９，０７９円 

２ 前項第１号に掲げる第１号被保険者につい

ての保険料の減額賦課に係る令和６年度から

令和８年度までの各年度における保険料率

は、同号の規定にかかわらず、２０，９４８

円とする。 

２ 前項第１号に掲げる第１号被保険者につい

ての保険料の減額賦課に係る令和３年度から

令和５年度までの各年度における保険料率

は、同号の規定にかかわらず、２０，９５６

円とする。 

３ 前項の規定は、第１項第２号に掲げる第１

号被保険者についての保険料の減額賦課に係

る令和６年度から令和８年度までの各年度に

おける保険料率について準用する。この場合

において、前項中「２０，９４８円」とある

のは、「３５，６４８円」と読み替えるもの

とする。 

３ 前項の規定は、第１項第２号に掲げる第１

号被保険者についての保険料の減額賦課に係

る令和３年度から令和５年度までの各年度に

おける保険料率について準用する。この場合

において、前項中「２０，９５６円」とある

のは、「３４，９２６円」と読み替えるもの

とする。 

- 5 -



 

４ 第２項の規定は、第１項第３号に掲げる第

１号被保険者についての保険料の減額賦課に

係る令和６年度から令和８年度までの各年度

における保険料率について準用する。この場

合において、第２項中「２０，９４８円」と

あるのは、「５０，３４８円」と読み替える

ものとする。 

 

５ 前４項に規定する保険料率を決定する場合

において、１０円未満の端数があるときは、

これを切り上げるものとする。 

４ 前３項に規定する保険料率を決定する場合

において、１０円未満の端数があるときは、

これを切り上げるものとする。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の向日市介護保険条例第２条の規定は、令和６年度分の保険料から適用

し、令和５年度以前の年度分の保険料については、なお従前の例による。 
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